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中古資産の耐用年数

〔会社の税務 よろず相談室○114 〕法人税その42

�：中古資産を取得した場合の耐用年数を教えてくだ
さい。

�：１．中古資産を購入して事業の用に供した場合、そ
の資産の耐用年数は法定耐用年数ではなく、その事
業の用に供した時以後の使用可能期間として見積も
られる年数によることができます。
　　ただし、その中古資産を事業の用に供するために
支出した資本的支出の金額がその中古資産の再取得
価額（注１）の50％に相当する金額を超える場合に
は、耐用年数の見積りをすることはできず、法定耐
用年数を適用することになります。

（注１）再取得価額とは、その中古資産と同じ新品
の資産を取得する場合の金額のこと。新品価額の
50％を超える改良費をかけるということは、その中
古資産は新品に近い状況であると考えられるため、
新品と同様の法定耐用年数が適用される。

　　例えば、新品価格1,000,000円の機械を中古価格
300,000円で購入し、自社用に600,000円かけて改良し
た場合は、新品時の耐用年数を適用することとなり
ます。

２．また、使用可能期間の見積もりが困難であるとき
（注２）は、次の簡便法により算定した年数による
ことができます。
　　ただし、その中古資産を事業の用に供するために
支出した資本的支出の金額がその中古資産の取得価
額の50％に相当する金額を超える場合には、簡便法
により使用可能期間を算出することはできません。

（注２）見積もりが困難な場合とは、その見積もり
のために必要な書類が無いために、特別な調査が必
要な場合や、それを見積もることによって多額の費
用が発生する場合のことをいいます。

【簡便法による耐用年数の計算】
①法定耐用年数の全部を経過した資産
　その法定耐用年数の20％に相当する年数
　……　その資産の法定耐用年数 × 20％

②法定耐用年数の一部を経過した資産
　その法定耐用年数から経過した年数を差し引いた年
数に経過年数の20％に相当する年数を加えた年数
……　（ 法定耐用年数－経過年数 ）＋経過年数×20％

　なお、これらの計算により算出した年数に１年未満
の端数があるときは、その端数を切り捨て、その年数
が２年に満たない場合には２年とします。

（注）中古資産の耐用年数の算定は、その中古資産を
事業の用に供した事業年度においてすることができる
ものですから、その事業年度において耐用年数の算定
をしなかったときは、その後の事業年度において耐用
年数の算定をすることはできません。

【計算例①】
　法定耐用年数が30年で、経過年数が35年の中古資産
の簡便法による見積耐用年数
　　30年 × 20％ ＝６年
【計算例②】
　法定耐用年数が30年で、経過年数が16年の中古資産
の簡便法による見積耐用年数
　 （30年－16年）＋16年×20％ ＝ 17.2年 → 17年
【参考】　
　耐令3、耐通1－5－1～4

（税制委員会：小林秀子、甕秀行、大池明
　グループ稿）

（監修：関東信越税理士会　松本支部）
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